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関税撤廃による北海道農業等への影響試算関税撤廃による北海道農業等への影響試算関税撤廃による北海道農業等への影響試算関税撤廃による北海道農業等への影響試算

平 成 2 5 年 ３ 月

北 海 道 農 政 部

１ 国の影響試算（平成25年3月15日公表）１ 国の影響試算（平成25年3月15日公表）１ 国の影響試算（平成25年3月15日公表）１ 国の影響試算（平成25年3月15日公表）

今回試算 参考(H22年11月試算)

項 目 ＴＰＰ交渉参加11ヶ国を対 全世界を対象に関税撤廃
象に関税撤廃

農 林 水 産 物 の
生 産 減 少 額 ▲ ３．０兆円 ▲ ４．５兆円
（３３品目）

農 産 物
▲ ２．７兆円 ▲ ４．１兆円

（１９品目）

食料自給率への影響
４０％ → ２７％ ４０％ → １３％

(カロリーベース) （H21）

注：国産農水産物を原料とする一次加工品（小麦粉等）の生産減少額を含む

２ 北海道の影響試算２ 北海道の影響試算２ 北海道の影響試算２ 北海道の影響試算

○ 国の影響試算の計算方法を踏まえ、関税が撤廃された場合の本道農業等へ

の影響を次のとおり試算

項 目 今回試算 参考(H22年10月試算)

対 象 品 目 １２品目 ７品目

生 産 減 少 額 ▲ ４，７６２億円 －

食料自給率への影響 ２１０％ → ８９％ －
(カロリーベース) （H20）

影 響 額 合 計 ▲１５，８４６億円 ▲２１，２５４億円
※

農 業 産 出 額 ▲ ４，９３１億円 ▲ ５，５６３億円

関 連 産 業 ▲ ３，５３２億円 ▲ ５，２１５億円

地 域 経 済 ▲ ７，３８３億円 ▲ ９，８５９億円

雇 用 へ の 影 響 ▲ １１.２万人 ▲ １７.３万人

農家戸数への影響 ▲ ２.３万戸 ▲ ３.３万戸

※生産条件不利補正交付金影響額を含む

＜試算対象品目＞

関税率１０％以上かつ道内生産額１０億円以上の農産物（１２品目）

米、小麦、てん菜、でん粉原料用馬鈴しょ、小豆、いんげん、乳製品、

牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵、軽種馬

注：下線は平成22年10月試算の対象品目
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（別紙）

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)228

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)1,673

(億円)649

地 域 経 済 影 響 額 (億円)919

雇 用 へ の 影 響 (千人)56

(億円)11

雇 用 へ の 影 響 (千人)2

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)153

雇 用 へ の 影 響 (千人)2

75

(億円)1,762

530

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)761

地 域 経 済 影 響 額 (億円)395

(億円)216

雇 用 へ の 影 響 (千人)14

1

雇 用 へ の 影 響 (千人)11

(億円)19

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)

牛 肉

　肉質３等級以下の道産牛肉の約９割が外国産に
置き換わる。３等級以下の道産牛肉のうち、残る１
割の価格�関税相当額下落。
　４、５等級の道産牛肉の価格�、３等級以下の
道産牛肉のうち残る１割の価格低下率の半分の
率で下落。

生 産 減 少 額

452

関 連 産 業 影 響 額 ( と 畜 事 業 )

豚 肉

　道産銘柄豚肉以外の道産豚肉の約７割が外国
産に置き換わる。
　残る道産豚肉の価格�、輸入豚肉に置き換わる
部分の価格低下率の半分の率で下落。

地 域 経 済 影 響 額 (億円)

雇 用 へ の 影 響 (千人)4
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(億円)18

生 産 減 少 額 (億円)253

地 域 経 済 影 響 額 (億円)359

関 連 産 業 影 響 額 ( と 畜 事 業 )

(億円)1,175

い ん げ ん

　高級和菓子用、煮豆用等（生産量の約８割）を除
いて外国産に置き換わる。
　残る道産いんげんの価格�、輸入いんげんに置
き換わる部分の価格低下率の半分の率で下落。

生 産 減 少 額 (億円)29

雇 用 へ の 影 響 (千人)1

地 域 経 済 影 響 額 (億円)17

(億円)

(億円)35

(億円)272

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)で ん 粉
原 料 用
馬 鈴 し ょ

　外国産と品質格差がないことから、道産馬鈴しょ
でん粉のすべてが外国産に置き換わる。

生 産 減 少 額 (億円)196

地 域 経 済 影 響 額 (億円)169

212

雇 用 へ の 影 響 (千人)11

(億円)908

地 域 経 済 影 響 額 (億円)889

小 麦

　現在�小麦が輸入され、国内で製粉されている
が、小麦粉で輸入。
　道産100％をセールスポイントとする差別化可能
な小麦粉（約１％）を除き、外国産小麦粉に置き換
わる。

生 産 減 少 額 (億円)470

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)677

関税撤廃による北海道農業等への影響試算　[品目別]

影響試算

(億円)259

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)

米

　米国及び豪州からの輸入により、道内生産量の
約３割が置き換わる。
　残る道産米の価格�、輸入米に置き換わる部分
の価格低下率の半分の率で下落。

生 産 減 少 額 (億円)597

地 域 経 済 影 響 額 (億円)540

て ん 菜

　現在�粗糖が輸入され、国内で精製されている
が、精製糖で輸入。
　外国産と品質格差がないことから、道産てん菜
糖のすべてが外国産に置き換わる。

生 産 減 少 額 (億円)1,031

雇 用 へ の 影 響

関連産業影響額(あん類製造業)

関連産業影響額(乳製品製造業)

関連産業影響額(でん粉製造業)

関連産業影響額(あん類製造業)

関 連 産 業 影 響 額 ( 精 米 業 )

関連産業影響額(小麦粉製造業)

対象品目 試算の考え方

関連産業影響額(砂糖製造業)

農 業 産 出 額 影 響 額

(千人)6

小 豆

　高級和菓子用（生産量の約３割）を除いて外国
産に置き換わる。
　残る道産小豆の価格�、輸入小豆に置き換わる
部分の価格低下率の半分の率で下落。

生 産 減 少 額 (億円)121

地 域 経 済 影 響 額 (億円)

3,688

乳 製 品
　バター、脱脂粉乳、チーズ�、外国産と品質格差
がないことから、全量が外国産に置き換わる。

生 産 減 少 額



影響試算対象品目 試算の考え方

■　生産減少額

・ 　一次産品又�一次加工品（小麦粉等）について、上記「試算の考え方」により次のとおり算出

　　生産減少額＝輸入品に置き換わる道産品の生産量×価格 ＋ 残る道産品の生産量×価格低下分

・ 　価格�、卸売業者の仕入れ価格等を使用

■　農業産出額影響額

・ 　農業産出額（農林水産省「生産農業所得統計」等）に農産物生産額の減少率を乗じて算出

・ 　価格�、農家庭先販売価格を使用し、補助金等を含む

■　関連産業影響額

・ 　製造品出荷額（道総合政策部「工業統計調査」）に農産物生産額の減少率を乗じて算出

■　地域経済影響額及び雇用への影響

・

■　農家戸数への影響

・ 　2010年世界農林業センサスによる「販売金額１位の部門別経営体数」に農産物生産額の減少率を乗じて算出

■　食料自給率への影響

・ 　農産物の生産減少率に相当する道産供給熱量の減少分を積み上げることにより算出

試算の方法試算の方法試算の方法試算の方法

97

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)4,931

23

(億円)7,383

関連産業影響額(種牡馬産業)軽 種 馬

　中央競馬仕向けのうち、優良馬以外のものが外
国産に置き換わる。
　残る優良馬の価格�、輸入馬に置き換わる部分
の価格低下率の半分の率で下落。

生 産 減 少 額 (億円)101

地 域 経 済 影 響 額 (億円)132

関 連 産 業 影 響 額 (億円)

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)60

雇 用 へ の 影 響 (千人)1

(億円)41

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)

　業務・加工用のうち弁当等用と加工用の1/2（生
産量の約2割）が外国産に置き換わる。
　残る道産鶏卵の価格�、輸入鶏卵に置き換わる
部分の価格低下率の半分の率で下落。

生 産 減 少 額 (億円)60

地 域 経 済 影 響 額 (億円)86

(億円)25

農 業 産 出 額 影 響 額 (億円)

鶏 肉

　業務・加工用の1/2（生産量の約2割）が外国産
に置き換わる。
　残る道産鶏肉の価格�、輸入鶏肉に置き換わる
部分の価格低下率の半分の率で下落。

生 産 減 少 額 (億円)80

地 域 経 済 影 響 額 (億円)114

雇 用 へ の 影 響 (千人)

鶏 卵

計

生 産 減 少 額 (億円)4,762

関 連 産 業 影 響 額 (億円)3,532

雇 用 へ の 影 響 (千人)3

雇 用 へ の 影 響 (千人)112

農 家 戸 数 へ の 影 響 (千戸)

地 域 経 済 影 響 額

1

関連産業影響額(食鳥処理事業)

53

　生産減少額及び関連産業影響額に基づき、北海道産業連関表(H21暦年)による経済波及効果分析（道
総合政策部公表）を用いて算出
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対象品目

試算方法

対象年
　  平成20年

試算結果

今回試算額 平成22年試算額

あじ 0 0
さば 2 1
いわし 2 1
ほたて 540 176 176
たら 88 47 47

いか、干しするめ 162 58 58

こんぶ、こんぶ調整品 263 0 112
干しのり、無糖のり、のり調整品 0 0
かつお・まぐろ類 13 5
さけ・ます類 630 40
うなぎ 0 0
わかめ 0 0
ひじき 0 0

合計 1,700 328 393

すけとうだら 220 118 118
さんま 118 0 19

合計 2,039 446 530

農水省
選定

13品目

道選定
も加算
15品目

　農林水産省の試算で選定されている品目
　（あじ、さば、いわし、ほたて、たら、いか、こんぶ類、のり類、

　　かつお・まぐろ類、さけ・ます類、うなぎ、わかめ、ひじき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計13品目

　農林水産省の試算に準じ、対象国をTPP交渉参加11カ国と
し、品目ごとに輸入品への置き換わりや関税相当分の単価の減
少等を考慮し影響額を算出。

魚種名
平成20年
漁獲金額
(億円）

影響試算金額(億円）

　漁業生産額　　　　　　　　▲ 446 億円

北海道漁業生産への影響試算

　上記のほか、前回試算（H22）で対象とした品目
　（すけとうだら、さんま）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 2品目

平成25年3月
水産林務部総務課

資料２－２
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　　　平成25年3月 
　　　水産林務部総務課

対象品目

対象年

　平成20年

試算結果

木材製品出荷額 ▲ 33 億円

※

今回試算額

346 33

346 33

平成22年試算額

33

影響試算金額（億円）

33

木材製品出荷金額(億円）

　輸入により影響を受ける主要木材製品品目である合板（集成
材を含む）について、国の考え方に準拠し試算。

合板（集成材を含む）

 

合計

品名

　合板(集成材を含む）
　

木材製品出荷影響額は「工業統計表」（経済産業省）から推定した。

試算方法

北海道林産物生産への影響試算
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